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収益不動産を所有していますが、認知症が心配です。
認知症対策で考えられる方法は何かありますか。

相続で空き家となった土地建物を売った場合の特例とは？

今⽉の
Q&A
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今月のお知らせ

真ん中の□に漢字を⼊れて、⼆字熟語を４つ
作ってみましょう︕
ただし熟語は⽮印の⽅向に読みます。

※ 正解は次号資産税NEWSにて発表いたします。

今月の
クイズ

？

※ 前号（No.150 平成30年9⽉号）の解答は【⽕】でした。

①落→□ ②原→□
③□→段 ④□→頭 の4つの⼆字熟語が出来ます。
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税理士 江後慎太郎

新聞記事やワイドショー等で家族信託が取り上げられています。
家族信託とは、⼀⾔でいうと「財産管理の⼀⼿法」です。

資産を持っている⼈（委託者）が、⾃分が信頼する家族（受託者）に財産を託し
て、定められた⽬的（例えば、⾃分の⽼後の⽣活、資⾦の管理、資産の有効活⽤
等）に従って財産を管理・処分してもらい、財産から得られた利益を定められた
⼈（受益者）へ渡す仕組みです。家族の家族による家族のための信託と⾔えます。

信託銀⾏のような専⾨の機関に依頼するのではなく家族や親族に管理を託すので、
⾼額な報酬は発⽣せず、誰にでも気軽に利⽤できる仕組みです。

家族信託を利⽤する例としては以下が挙げられます。

① 認知症で意思能⼒が低下してしまうと、ご⾃⾝で収益不動産の購⼊・建設・
売却等が出来なくなる。
→ 事前に信頼できる家族（例えば⼦供）と信託契約をしておくと、受託された
家族が収益不動産の管理等を⾏うことが出来ます。家賃収⼊は引き続きご⾃⾝が
受け取ることが出来ます。

② 共有名義の不動産について、将来的な共有間のトラブル発⽣や、共有者が⾼
齢による意思能⼒の低下に備えたい。
→ ①と同様に受託された家族が収益不動産の管理等を⾏うことで、家賃収⼊は
それぞれ受け取ることが出来ます。

③ 先祖代々受け継がれてきた⼟地等の資産を指定する⼈物に引き継がせたい。
→ 遺⾔書で相続⼈を指定することは可能ですが、信託では何代にも渡って誰が
引き継ぐか指定できます。

上記はあくまでも⼀例であり、家族信託は状況に応じて
⾃由に設計することが可能です。
設計⽅法によって税負担は特段⽣じません。

相続対策として家族信託を⼀度検討してみてはいかがでしょうか。

01 今月のトピックス

家族信託はいかがですか。

収益不動産を所有していますが、認知症が心配です。
認知症対策で考えられる方法は何かありますか。

一定の空き家の譲渡には、優遇措置があります。

課長 牧本

空き家が放置されると、周辺の⽣活環境に悪影響を及ぼします。
そこで、空き家を減らすために「空き家に係る譲渡所得の特別控除」の特例が設けら
れています。

相続が原因で空き家となった不動産を相続⼈が譲渡すると、⼀定の要件を満たす場
合は譲渡所得から3,000万円を特別控除することができます。
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02 連載！不動産に係る税務

相続で空き家となった土地建物を売った場合の
特例とは？

なお、この特別控除は「相続財産を売った場合の譲渡所得の特例」とは選択適⽤となります。


